
市内の中小小売商業団体が、消費者と一体となった商業活性化事業や経営の安定向上のための各種事業を実施し、そ
の事業費を一部補助することで、本市の商業の発展を図ることを目的とする。

複数年継続して実施している事業に対して補助金を交付しているが、市内商業の更なる発展のため、より効果
的な商業活性化事業を補助金交付対象事業となるように、補助対象団体と協議を行う。

今後の
方向性

地域商業の活性化を推進する商業・サービ
ス業元気創造都市

施
策
の
大
綱

環境経済部産業観光課

事業： 商業振興事業 0269

09

整理
番号

施策分野(節) 施　　　　　策まちづくりの目標(章)

02第3章

目

的

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

地域の商業活動を支援するための主要事業である。

A

小売商業団体の活性化に資する事業が実施できたものの、継続事業に対
しての補助金交付であるため、更に効果的な事業に対して補助金交付で
きるよう検討する。

A
A

B

目

標

適性かつ効果的な商業活性化事業へ補助金交付を行う。

事業費（決算額）・財源

所管課

事業費（決算額）

総コスト

財
源
内
訳

平成27年度 平成26年度 増　減

平成27年度 平成26年度 増　減

職員数

再任用職員数

一般財源

128,645

120,117

1.10

0.00

10,140

109,977

0

0

一人あたり

世帯あたり 2,721

1,180

参
考

(円)

(円)

(人)

(人)

コスト情報・従事職員数

4,443

4,443

0

0

0

8,284

0.50

0.00

175

75

115,674

5,697

109,977

0

0

120,361

0.60

0.00

2,546

1,105

国府支出金

地方債

その他特定財源

事業の概要

評価

平成26年度

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

 (千円)

平成27年度

評
価
理
由

評
価
理
由

総合
評価

妥当性

効率性

有効性

施策に
対する
貢献度

B

A

B
A

A

人件費

公債費

内
訳

8,528

0

事業費（決算額） 120,117

3,841

0

4,443

4,687

0

115,674 (千円)

 (千円)

 (千円)
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